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本資料の目的

本資料は、2025年4月28日に国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）か
ら公表された公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」(IFRS S2
号「気候関連開示」の修正案)（コメント期限：2025年6月27日）の概要
をお示しするものである

本資料について、ご意見及びご質問があればいただきたい

特に、「SSBJ事務局による気付事項」（本資料28頁以降）における、コ
メントの方向性について、ご意見をいただきたい

なお、本公開草案及び仮訳は、IFRS財団のウェブサイトにおいて公表されて
いる

https://www.ifrs.org/projects/work-plan/amendments-to-disclosure-of-
greenhouse-gas-emissions-s2/#published-documents

また、SSBJのウェブサイトからも入手できる

https://www.ssb-j.jp/jp/activity/exposure_draft_ssbj/y2025/2025-0428.html
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本公開草案の背景

5

ISSB基準（2024年1月1日に発効）の適用上の課題については、ISSBの
諮問機関であるTIG（IFRS S1号及びIFRS S2号に関する移行支援
グループ）に寄せられた質問や、ISSB基準の採用を検討している法域との
対話を通じて識別されている

ISSBは、識別された適用上の課題のうち、ISSBが過去に検討していなかった
追加的な情報が提供された項目について、以下の規準（2024年11月ISSBボード

会議審議資料）を踏まえ、基準を修正するかどうかを検討した

適用上の課題に対応する明らかなニーズが示されている

情報の有用性を著しく喪失させない

企業のISSB基準の導入プロセス又は法域別の採用（adopting）若しくは
使用のプロセスを不当に（unduly）混乱させない

その結果、2025年1月、ISSBは、IFRS S2号の4つの項目について、IFRS
S2号を修正する公開草案を公表することを暫定的に決定した



IFRS S2号の修正案
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本公開草案では、次の4点について、IFRS S2号の要求事項を修正し、容認
規定を追加すること、又は既存の容認規定を明確化することが提案されている

1. 「スコープ3」「カテゴリー15」の「投資」に関連する温室効果ガス排出の
測定及び開示の範囲に関する要求事項の明確化と容認規定の追加

2. 「世界産業分類基準」（GICS）に関する容認規定の追加

3. 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」
（GHGプロトコル）とは異なる測定方法を用いることができるとする
容認規定の明確化

4. 報告日時点で利用可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」
（IPCC）の評価における100年の時間軸に基づく地球温暖化係数
（GWP）の数値とは異なるGWPの数値を用いることができるとする容認
規定の追加

IFRS S2号修正案
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IFRS S2号の要求事項を一部修正したうえで、 「スコープ3」「カテゴリー15」の
「投資」に関連する温室効果ガス排出の測定値に含める内容を、ファイナンスド・
エミッションに限定することができるとする容認規定を定める

容認規定により、他の金融活動に関連する排出（例えば、ファシリテーション
に係る排出や保険に関連する排出）を除外することができる

また、ファイナンスド・エミッションから、デリバティブに関連する温室効果ガス
排出を除外することができる

容認規定を適用する場合、以下を開示しなければならない

除外した他の金融活動の数値(amount)

除外したデリバティブの数値(amount)及び「スコープ3」「カテゴリー15」の
温室効果ガス排出の開示を限定する目的で何をデリバティブとして扱うか
の説明

スコープ3カテゴリー15「投資」の範囲 (1/5)

適用上の課題

提案 1

修正案の概要

測定及び開示の範囲が不明瞭である
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提案 1

IFRS S2号第29項(a)(i)(3)

スコープ3温室効果ガス排出（バリュー・チェーンで発生する間接的な温室効果ガス排出）
の絶対総量の開示を要求

スコープ3カテゴリー15「投資」の範囲 (2/5)

スコープ３カテゴリー15

ファイナンスド・エミッション

ファシリテーションに
係る排出

保険に
関連する排出

デリバティブ

ED 第29A項

デリバティブに関連する
GHG排出を除外できる

他の金融活動に関連する
GHG排出を除外できる

(出所) SSBJ事務局により作成
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スコープ3温室効果ガス排出の絶対総量の開示 (IFRS S2号第29項(a)(i)(3))

「温室効果ガスプロトコルのコーポレート・バリュー・チェーン（スコープ3）基準（2011
年）」に記載されている15のスコープ3カテゴリーのすべてを考慮しなければならない 

(IFRS S2号B32項)
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提案 1

スコープ3温室効果ガス排出に含まれるカテゴリーの開示 (IFRS S2号第29項(a)(ⅵ)(1))

企業の活動が資産運用、商業銀行又は保険を含む場合、ファイナンスド・エミッションに
関する追加的な情報を開示 (IFRS S2号第29項(a)(ⅵ)(2)及びB58項-B63項)

• 本公開草案における提案
カテゴリー15「投資」の範囲をファイナンスド・エミッションに限定することを認め、当該
容認規定を選択する場合、除外に関する情報を開示 (本公開草案第29A項)

スコープ3カテゴリー15「投資」の範囲 (3/5)

スコープ3温室効果ガス排出に関する開示の全体像

(出所) 2025年5月サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム(SSAF)
 アジェンダ・ペーパー(AP)2「修正案及びアウトリーチ計画の概要」 8頁に基づき、SSBJ事務局により作成
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IFRS S2号第29項(ⅵ)(2)／ED 第29項(ⅵ)(2)

（下線部の追加及び取消線部分の修正を提案）

企業の活動が資産運用、商業銀行又は保険を含む場合、企業のファイナンスド・エミッショ
ン（「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の一部である。）又は企業の投資に関連する排
出（ファイナンスド・エミッション）に関する追加的な情報（B58項からB63項参照）

IFRS S2号B59項／ED B59項

（下線部の追加及び取消線部分の修正を提案）

第29項(a)(i)(3)は、企業に対し、上流及び下流の排出を含め、報告期間中に企業が生
成した「スコープ3」の温室効果ガス排出の絶対総量（absolute gross）を開示することを
要求している。次の金融活動の1つ以上に参加する企業は、ファイナンスド・エミッション
（「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の一部である。）又は「ファイナンスド・エミッション」と
しても知られる企業の投資に関連するそれらの排出についての追加的で具体的な情報を開
示することが要求される。

(a)資産運用（B61項参照）
(b)商業銀行（B62項参照）
(c)保険（B63項参照）

修正案

提案 1

スコープ3カテゴリー15「投資」の範囲 (4/5)
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ED 第29A項 (新設)

（下線部の追加を提案）

第29項(a)(i)(3)の要求事項を満たすための開示を作成するにあたり、次のとおりとする。

(a)企業は、「スコープ3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出についての企業の測定値に
含める内容をファイナンスド・エミッション（すなわち、企業が投資先又は相手方に対し
て行った融資及び投資に帰属する温室効果ガス排出）に限定することができる。「融
資及び投資」という用語には、融資、プロジェクト・ファイナンス、債券、株式投資及び
未実行のローン・コミットメントが含まれる。資産運用活動に参加する企業については、
ファイナンスド・エミッションには運用資産残高に帰属する温室効果ガス排出が含まれる。
この限定の目的上、企業は、デリバティブに関連する温室効果ガス排出を除外するこ
とが容認される。

(b)企業は、第29A項(a)に従って除外した企業の「スコープ3」「カテゴリー15」の温室効
果ガス排出に関連するデリバティブ及び金融活動の規模を一般目的財務報告書の利
用者が理解できるようにする情報を開示しなければならない。具体的には、企業は、
次の事項を開示しなければならない。
i. 除外したデリバティブの数値（amount）及び「スコープ3」「カテゴリー15」の温

室効果ガス排出の開示を限定する目的で何をデリバティブとして扱うかの説明
ii. 除外した他の金融活動の数値（amount）

提案 1

スコープ3カテゴリー15「投資」の範囲 (5/5)



© 2025 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

13

世界産業分類基準(GICS) (1/8)
提案 2

修正案の概要

適用上の課題

特定の法域でGICS以外の産業分類システムの使用を要求される場合がある

GICSを用いる場合、ライセンス契約を締結しなければならず、追加のコストが
発生する場合がある

商業銀行又は保険産業に関連する金融活動を行う企業に、ファイナンスド・エ
ミッションに関する追加的な情報の開示として、産業分類システムを用いて産業
別の開示を行うことを求める点は変更なし
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世界産業分類基準(GICS) (2/8)
提案 2

修正案の概要

どの産業分類システムを用いるかについての要求事項が新設
（次の順序によって適用）

① 既に企業のいずれかの部分においてGICSを用いている場合、報告日時
点で入手可能な最新版の分類システムを反映したGICSを使用

② ①以外の場合、企業の全部又は一部について、法域の当局又は企業が
上場する取引所により気候関連財務情報の報告に用いる産業分類システ
ムを用いることが要求されている場合、その産業分類システムを使用(複数
の場合は1つ）

③ ①及び②以外の場合、企業の全部又は一部について、法域の当局又は
企業が上場する取引所により財務報告目的の産業分類システムを用いる
ことが要求されている場合、その産業分類システムを使用(複数の場合は
1つ）

④ ①から③以外の場合、利用者にとって有用な情報をもたらす方法で
投融資先を産業別に分類できるようにする産業分類システムを使用

GICS以外の産業分類システムを選択した場合、選択の根拠を開示

（続き）
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提案 2

世界産業分類基準(GICS) (3/8)

報告日時点
において
産業分類
システム※1を
用いているか

ファイナンス
ド・エミッション
の分解に用い
る産業分類
システム

※1融資又は投資の活動を分類するための産業分類システム
※2法域の当局又は企業が上場する取引所

企業のいずれ
かの部分にお
いてGICSを用
いているか

企業の全部又は一部
が、法域の当局等※2

から気候関連財務情
報の報告に用いる産
業分類システムの使
用を要求されているか

企業の全部又は一部
が、法域の当局等※2

から財務報告目的で
用いる産業分類シス
テムの使用を要求され
ているか

GICS
気候関連財務情
報の報告に用いる
産業分類システム

財務報告に用い
る産業分類システ
ム

一般目的財務報告書
の利用者にとって有用な
情報をもたらす方法で
相手方を産業別に分類
できるようにする産業分
類システム

No No No

YES YES YES

(出所) 2025年5月サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム(SSAF)
 アジェンダ・ペーパー(AP)2「修正案及びアウトリーチ計画の概要」 11頁に基づき、SSBJ事務局により作成
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IFRS S2号B62項(a)・B63項(a) ED B62項(a)・B63項(a)

商業銀行活動（保険産業に関連する金融
活動）に参加する企業は、次の事項を開示
しなければならない。

(a)各産業について、資産クラス別に、「スコー
プ1」、「スコープ2」及び「スコープ3」の温
室効果ガス排出に分解された、企業自
身のファイナンスド・エミッションの絶対総量
（absolute gross）。ただし、次のとお
りとする。

(i)産業―企業は、報告日時点で入手
可能な最新版の分類システムを反映
し た 、 「 世 界 産 業 分 類 基 準 」
（GICS）の6桁の産業レベルのコー
ドを相手方の分類に使用しなければ
ならない。

商業銀行活動（保険産業に関連する金融
活動）に参加する企業は、次の事項を開示
しなければならない。

(a)各産業について、資産クラス別に、「スコー
プ1」、「スコープ2」及び「スコープ3」の温
室効果ガス排出に分解された、企業自
身のファイナンスド・エミッションの絶対総量
（absolute gross）

ED B62A項・B63A項 (新設)

B62項/B63項(a)からB62/B63項(b)
に従って開示される情報について、次のよう
に分解しなければならない。

(a)産業―企業は、B62B項/B63B項に
従い、産業分類システムを用いて相手
方を分類しなければならない。

修正案

世界産業分類基準(GICS) (4/8)
提案 2
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IFRS S2号B62項(a)・B63項(a) ED B62A項・B63A (新設)

（続き）

(a) (ⅱ)資産クラス―開示には、融資、プロ
ジェクト・ファイナンス※1、債券、株式投資
及び未実行のローン・コミットメントを含め
なければならない。企業が、その他の資
産クラスについてファイナンスド・エミッション
を計算しこれを開示する場合、それらの
追加の資産クラスを含めることが、一般目
的財務報告書の利用者に、関連する情
報を提供する理由についての説明を含め
なければならない。

（続き）

(b)資産クラス―開示には、融資、プロジェ
クト・ファイナンス※2、債券、株式投資及
び未実行のローン・コミットメントを含め
なければならない。企業が、その他の資
産クラスについてファイナンスド・エミッ
ションを計算しこれを開示する場合、それ
らの追加の資産クラスを含めることが、
一般目的財務報告書の利用者に、関
連する情報を提供する理由についての
説明を含めなければならない。

修正案

世界産業分類基準(GICS) (5/8)
提案 2

※1プロジェクト・ファイナンスはB62項のみ
※2プロジェクト・ファイナンスはB62A項のみ
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ED B62B項・B63B項 (新設)

（下線部の追加を提案）

産業別に分解するにあたり、企業は、以下の順序で、次の産業分類システムのうちの1つ
を用いて相手方を分類しなければならない。

(a)報告日時点で入手可能な最新版の分類システムを反映した「世界産業分類基準」
（GICS）の6桁の産業レベルのコード（企業が、報告日時点で、融資又は投資の
活動を分類するために企業のいずれかの部分においてGICSを用いている場合）

(b)企業の全部又は一部について法域又は取引所の要求事項を満たすために気候関連
財務情報の報告について用いる産業分類システム（(a)が適用されず、企業の全部
又は企業のいずれかの部分が、法域の当局又は企業が上場する取引所によって、報
告日時点で、融資又は投資の活動を分類するために当該産業分類システムを用いる
ことを要求されている場合）。企業が複数の法域又は取引所の要求事項の対象と
なっていて、そのような目的で複数の産業分類システムを用いている場合には、企業は
用いる１つの分類システムを選択しなければならない。

修正案

世界産業分類基準(GICS) (6/8)
提案 2
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ED B62B項・B63B項 (新設)

（続き）（下線部の追加を提案）

産業別に分解するにあたり、企業は、以下の順序で、次の産業分類システムのうちの1つ
を用いて相手方を分類しなければならない。

(c)企業の全部又は一部について法域又は取引所の要求事項を満たすために財務報告
目的で用いる産業分類システム（(a)から(b)が適用されず、企業の全部又は企業
のいずれかの部分が、法域の当局又は企業が上場する取引所によって、報告日時点
で融資又は投資の活動を分類するために当該産業分類システムを用いることを要求さ
れている場合）。企業が複数の法域又は取引所の要求事項の対象となっていて、そ
のような目的で複数の産業分類システムを用いている場合には、企業は用いる１つの
分類システムを選択しなければならない。

(d)企業が一般目的財務報告書の利用者にとって有用な情報をもたらす方法で相手方
を産業別に分類できるようにする産業分類システム（(a)から(c)が適用されない場
合）

修正案

世界産業分類基準(GICS) (7/8)
提案 2
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ED B62C項・B63C項 (新設)

（下線部の追加を提案）

企業はファイナンスド・エミッションの情報を分解するために用いている産業分類システムを
開示しなければならない。企業がこの目的でGICSを用いていない場合、企業は、産業分
類システムの選択の根拠を説明しなければならない。

修正案

世界産業分類基準(GICS) (8/8)
提案 2
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GHGプロトコルとは異なる測定方法 (1/3)
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法域の当局又は企業が上場する取引所が、GHGプロトコル(2004年)とは
異なる方法を用いることを要求している場合、当該方法を用いることができると
の容認規定は、報告企業全体のみならず、グループ内の一部の企業にも適用
可能であることを明確にする

提案 3

修正案の概要

適用上の課題

法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効果ガス排出を測定
するうえでGHGプロトコル(2004年)とは異なる方法を用いることを要求してい
る場合、その異なる方法を用いることができるとの容認規定(IFRS S2号第
29項(a)(ⅱ))の適用範囲が明確でない
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親会社

子会社 子会社

GHGプロトコル

報告企業

原則：GHGプロトコル
例外：ある法域において用いることを要求されている測定方法

（例）報告企業において、異なる測定方法を用いている場合

温対法

GHGプロトコルとは異なる測定方法 (2/3)
提案 3

GHGプロトコル

(出所) SSBJ事務局により作成
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提案 3

IFRS S2号第29項(a)(ⅱ)／ED 第29項(a)(ⅱ)

（下線部の追加を提案）

「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」に従って企業の温室効
果ガス排出を測定する。ただし、法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の温室効
果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを企業の全部又は一部に対して要求し
ている場合を除く（B23項からB25項参照）。

修正案

GHGプロトコルとは異なる測定方法 (3/3)

IFRS S2号B24項／ED B24項

（下線部の追加を提案）

企業は、法域の当局又は企業が上場する取引所が、企業の全部又は一部について、企業
の温室効果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求していない限り、「温室
効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」を用いることが要求される。企
業が、その全部又は一部について、法域の当局又は当該企業が上場している取引所によっ
て企業自身の温室効果ガス排出を測定するために異なる方法を用いることが要求される場
合、そのような当該法域又は取引所の要求事項が企業のその部分に適用される限りにおい
て、企業は、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004年）」を用いるので
はなく、当該この異なる方法をその要求事項が適用される企業の当該部分に用いることが
容認される。
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地球温暖化係数（GWP）(1/4)

24

温室効果ガスをCO2相当量に変換するにあたり、企業が全体として又は部分的
に、法域の当局又は企業が上場する取引所から、異なるGWPの数値の適用を
要求されている場合、当該GWPの数値を用いることができるとする容認規定を
定める

提案 4

修正案の概要

適用上の課題

企業は、報告日時点で利用可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」
（IPCC）の評価における、100年の時間軸に基づくGWPの数値を用いて、
7種類の温室効果ガスをCO2相当量に変換することが要求されるが、法域の
法令等により、異なるGWPの数値を用いることが要求され、二度手間となる
場合がある
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提案 4

親会社

子会社 子会社

AR6

報告企業

地球温暖化係数（GWP）(2/4)

原則：報告日時点で利用可能な最新のIPCCの評価における、100年の時間軸
に基づくGWPの数値（例：第6次評価報告書(AR6)）

例外：ある法域において用いることを要求されているGWPの数値 (例：AR5)

（例）報告企業において、異なるGWPの数値を用いている場合

AR5

AR6

(出所) SSBJ事務局により作成
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地球温暖化係数（GWP）(3/4)
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IFRS S2号B21項／ED B21項

（下線部の追加を提案）

企業が企業自身の温室効果ガス排出を測定するために直接測定を用いる場合、報告日時
点で利用可能な最新の「気候変動に関する政府間パネル」の評価における、100年の時間
軸に基づく地球温暖化係数の数値を用いて、7種類の温室効果ガスをCO2相当量に変換
することが要求される。そのような地球温暖化係数の数値を用いるという要求事項は、法
域の当局又は企業が上場する取引所によって、企業の全部又は一部について、7種類の
温室効果ガスをCO2相当量に変換するうえで異なる地球温暖化係数の数値を用いること
が要求されない限り、適用される。例外に該当する場合、企業は、そのような法域の当局
又は取引所が、企業の当該部分に対して適用することを要求している地球温暖化係数の
数値を、その要求事項が企業のその部分に適用される限りにおいて、代わりに用いることが
容認される。

提案 4

修正案
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地球温暖化係数（GWP）(4/4)
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IFRS S2号B22項／ED B22項

（下線部の追加を提案）

企業が企業自身の温室効果ガス排出を見積るために排出係数を用いる場合、企業は、企
業自身の温室効果ガス排出を測定する基礎として、企業の活動を最も表現する排出係数
を使用しなければならない（B29項参照）。これらの排出係数により、構成するガスが既に
CO2相当量に変換されている場合、企業は、報告日時点で利用可能な最新の「気候変動
に関する政府間パネル」の評価における、100年の時間軸に基づく地球温暖化係数の数値
を使用して、排出係数を再計算することは要求されない。しかし、企業がCO2相当量に変換
されていない排出係数を用いる場合、企業は、報告日時点で利用可能な最新の「気候変
動に関する政府間パネル」の評価における、100年の時間軸に基づく地球温暖化係数の数
値を使用しなければならない。そのような地球温暖化係数の数値を用いるという要求事項
は、法域の当局又は企業が上場する取引所によって、企業の全部又は一部について、7
種類の温室効果ガスをCO2相当量に変換するうえで異なる地球温暖化係数の数値を用
いることが要求されない限り、適用される。例外に該当する場合、企業は、そのような法域
の当局又は取引所が、企業の当該部分に対して適用することを要求している地球温暖化
係数の数値を、その要求事項が企業のその部分に適用される限りにおいて、代わりに用い
ることが容認される。

提案 4



SSBJ事務局による気付事項

28
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スコープ3カテゴリー15の「投資」 (1/2)
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範囲の限定についてS2が明確化することは支持する

ただし、EDの提案については以下の点が懸念される

EDの前提として、「他の金融活動に関連する温室効果ガス排出」がファシリ
テーションに係る排出と保険に関連する排出に限定されることを想定してい
るかどうかが明らかではない

何を除外したのかという情報だけでは、何を含めたのかが明らかにならない

除外した内容を詳細に記述することを要求することにより(ED第29A項
(b))、除外しない場合と同様又はそれ以上のコストが生じ得る

懸念を考慮し、代替的なアプローチを提案する（次ページ参照）
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スコープ3カテゴリー15の「投資」 (2/2)
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代替的なアプローチ

案1 案2

カテゴリー15「投資」の温室効果ガス排
出についての企業の測定値には、ファイナ
ンスド・エミッションのみを含めることを明
示する

• 選択可能な容認規定としない（ファシ
リテーションに係る排出及び保険に関
連する排出など、ファイナンスド・エミッ
ション以外は一律に除外する）

デリバティブに関連する温室効果ガス排
出については、企業の選択により、ファイ
ナンスド・エミッションから除くことができる
こととする

選択可能な容認規定を導入するアプ
ローチを維持するが、以下を明確化及び
追加する

• 除外可能な「他の金融活動」の明確
化（ファシリテーション及び保険以外
の金融活動が含まれ得る場合、どのよ
うな金融活動が該当するのかを明確
化）

• 除外された活動及びデリバティブの規
模に関する情報の開示において、「数
値（amount）」の開示に限定せず、
定性的な説明を開示することも認める
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GICS (1/4)
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GICSの使用を強制しないことに賛成する

GICSの使用を強制せず、他の産業分類を認めることとする場合、焦点は比較
可能性のある情報の提供よりも関連性（relevance）のある情報の提供に
当てられるべきである

したがって、GICSの使用が優先されるB62B項及びB63B項の産業分類シ
ステムのヒエラルキーを導入するのではなく、企業が一般目的財務報告書の利
用者にとって有用な情報をもたらす方法で相手方を産業別に分類できるように
する（B62B項(d)及びB63B項(d)の方法を常に認める）方法を支持する
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GICS (2/4)
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GICSの使用に関するEDの提案ついての懸念

GICSは、気候関連財務報告の目的で開発されたものではなく、ファイナン
スド・エミッションを開示する目的において、他の産業分類システムよりも関
連性（relevance）のある産業分類を提供する結果となるとは限らない

既にGICSを用いている場合においてもその目的及び範囲は様々であるた
め、GICSを企業グループの一部分でも用いていることを理由にGICSに基
づく産業分類を企業グループ全体に適用することで、最も関連性
（relevance）がある情報を提供しない可能性がある

親会社など、企業グループ内で多くの投資を保有している企業にとって
最も関連性がある情報を提供することを考えるべきである

GICSにおいて非上場会社を分類するためのコードが設定されていないこと
や、GICSのコードの更新時の対応が困難となることが想定されている

既にライセンス契約を締結している場合でも、ISSB基準の要求を満たすよ
うな使用のためにライセンス契約の見直しが求められ、追加のライセンス料
の負担が生じる可能性や、今後ライセンス料が引き上げられる可能性が想
定される
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GICS (3/4)
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法域の当局又は企業が上場する取引所が要求している産業分類を用いるED
の提案についての懸念

企業グループ内の一部の海外子会社のみが、所在する法域において特定
の産業分類システムの使用が要求されている場合、ある特定の法域におけ
る要求が、企業グループ全体のファイナンスド・エミッションの開示における
産業分類の方法を決定する結果をもたらす

→特定の法域における要求を企業グループ全体に適用することが最も関連
性（relevance）がある情報を提供しない可能性があり、コストがかかる
可能性がある

親会社など、企業グループ内で多くの投資を保有している企業にとって
最も関連性がある情報を提供することを考えるべきである
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GICS (4/4)
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企業が一般目的財務報告書の利用者にとって有用な情報をもたらす方法で
相手方を産業別に分類できるようにする場合にも、産業別の分解の粒度につ
いて一定の水準を導くようなガイダンスが有用であることも想定される

我が国の関係者より聞かれた意見

• GICSの6桁の産業レベルのコードに基づく分類（74の産業）は、
気候関連財務報告の目的においては細かすぎる

• 一般目的財務報告書の利用者にとって有用な情報をもたらす産業分
類として、小分類（60-80の分類）ではなく、中分類（10-30の分
類）の使用を考慮すべきである (次頁参照)
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（参考）産業分類の数
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中分類 小分類

TCFD 18（産業） －

GICS 25（4桁の産業グループ） 74（6桁の産業）

SASBスタンダード（SICS) 11（セクター） 77（産業）

S2産業別ガイダンス 11（セクター） 68（産業）

東証 10（大分類）
33（中分類）

－



© 2025 Sustainability Standards Board of Japan All rights reserved. 

その他の提案
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以下の提案についてはEDの提案を支持する

GHGプロトコルとは異なる測定方法の使用

最新の地球温暖化係数（GWP）以外のGWPの使用



今後のスケジュール（予定）

37
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本公開草案に関する審議予定

38

資料事前送付日 委員会開催予定日 審議事項（予定）

5/12 (月) 5/19 (月)
• 公開草案の概要説明
• 公開草案に対するコメント案の方向性

の検討

5/26 (月) 6/2   (月) • 公開草案に対するコメント案の審議①

6/9   (月) 6/16 (月)
• 公開草案に対するコメント案の審議②
（状況により書面審議を実施）
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予想される今後のスケジュール

2025年 2026年

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

ISSB

S2改訂

リサーチ

S
A
S
B

関連
修正

9産業
改訂

3産業
改訂

SSBJ

S2改訂

気候基準
改正

SASB
スタンダード

再審議公開草案の
コメント期間

公開協議(120日) 再審議？

フェーズ1

コメント対応

公 表？

フェーズ2（生物多様性及び人的資本について基準開発を行うか決定）

関連する
修正？

公開協議 (120日)？

翻訳

気候基準改正案審議・公開草案公表？

コメント対応 コメント対応？

翻訳

翻訳 翻訳

ED公表？

ED公表

ED公表？

39
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